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次の世代に“美しいふるさと”を渡そう

特 集第1128号  平成18年（2006年）2月1日

１８年度から市・都民税（住民税）が変わります１８年度から市・都民税（住民税）が変わります
課
税
さ
れ
る
方
全
般
に

関
す
る
改
正
点

 

私
は
専
業
主
婦
で
、
市
外
に
単

身
赴
任
し
て
い
る
夫
の
扶
養
に

な
っ
て
い
ま
す
。
申
告
す
る
必
要
は

な
い
と
思
う
の
で
す
が
。

 

ど
な
た
か
に
扶
養
さ
れ
て
い
て

も
、
平
成　

年
１
月
１
日
現
在

１８

そ
の
扶
養
者
と
同
居
し
て
い
な
い
方

は
、
市
で
は
扶
養
関
係
の
確
認
が
で

き
な
い
た
め
、
収
入
が
無
く
て
も
申

告
が
必
要
で
す
。
な
お
、
申
告
が
な

い
と
非
課
税
証
明
書
は
発
行
で
き
ま

せ
ん
。

※
単
身
赴
任
し
て
い
る
方
な
ど
で
、

日
野
市
内
に
家
屋
敷
を
有
す
る
方

は
、
均
等
割
が
課
税
さ
れ
ま
す
の

で
、
申
告
が
必
要
で
す

 

私
は
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
で
す
が
、

昨
年
、
講
演
を
し
た
際
に
、
若

干
の
謝
礼
を
受
け
取
っ
て
い
ま
す
。

所
得
税
に
つ
い
て
は
、
申
告
を
要
し

な
い
と
の
こ
と
で
す
が
、
市
・
都
民

税
の
申
告
は
必
要
で
す
か
。

 

所
得
税
に
お
い
て
は
、
給
与
所

得
以
外
の
所
得
が　

万
円
以
下

２０

の
給
与
所
得
者
に
つ
い
て
は
、
確
定

申
告
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
市
・
都
民
税
に
お
い
て
は
、
源

泉
徴
収
制
度
が
採
ら
れ
て
い
な
い
こ

と
か
ら
、
そ
の
給
与
所
得
以
外
の
所

得
金
額
が
わ
ず
か
で
あ
っ
て
も
、
給

与
所
得
と
合
わ
せ
て
申
告
す
る
必
要

QQQQQQQQQQQAAAAAAAAAAAQQQQQQQQQQQAAAAAAAAAAA

が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
サ
ラ
リ
ー
マ

ン
で
確
定
申
告
す
る
方
で
、
給
与
所

得
以
外
の
所
得
が
あ
る
場
合
は
、
確

定
申
告
書
第
二
表
の
「
給
与
所
得
以

外
の
住
民
税
の
徴
収
方
法
の
選
択
」

欄
（
左
表
参
照
）
を
忘
れ
ず
に
記
入

し
て
く
だ
さ
い
。

 

私
は
昨
年　

月
に
退
職
し
、
現

１０

在
無
職
で
す
。
申
告
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
か
。

 

市
・
都
民
税
は
、
前
年
の
収
入

に
対
し
て
翌
年
に
課
税
さ
れ
ま

す
の
で
、
現
在
無
職
で
も
、
昨
年
収

入
が
あ
っ
た
場
合
に
は
申
告
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
特
に
、
年
の
途
中

QQQQQQQQQQQAAAAAAAAAAA

で
退
職
し
た
場
合
に
は
、
年
末
調
整

が
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
の
で
、
所
得
税

の
確
定
申
告
を
す
る
と
給
与
か
ら
天

引
き
さ
れ
た
所
得
税
が
還
付
さ
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
確
定
申

告
を
さ
れ
た
方
は
、
市
・
都
民
税
の

申
告
は
不
要
で
す
。

 

私
は
確
定
申
告
を
す
る
予
定
で

す
が
、
市
・
都
民
税
の
申
告
は

必
要
で
す
か
。

 

確
定
申
告
を
し
た
方
は
、
同
時

に
市
・
都
民
税
の
申
告
を
し
た

こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
市
・
都
民

税
の
申
告
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
。

※
市
・
都
民
税
の
生
命
保
険
料
控
除
・

損
害
保
険
料
控
除
・
配
偶
者
控
除
・

配
偶
者
特
別
控
除
・
扶
養
控
除
・
寄

附
金
控
除
・
基
礎
控
除
等
の
金
額
は

所
得
税
の
控
除
金
額
と
は
違
い
ま
す

QQQQQQQQQQQAAAAAAAAAAA
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市
・
都
民
税
の
申
告
に
つ
い
て
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ご
質
問
に
お
答
え
し
ま
す

改
正
点
２　

均
等
割
の
生
計
同
一
の
妻
に

対
す
る
軽
減
措
置
の
廃
止

　

平
成　

年
度
か
ら
は
、
夫
に
均
等
割
が

１８

課
税
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
に
か
か
わ
ら

ず
、
妻
に
一
定
以
上
の
所
得
が
あ
れ
ば
妻

に
均
等
割
４
千
円
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

改
正
点
３　

国
民
年
金
の
保
険
料
等
に
係

る
社
会
保
険
料
控
除
の
書
類
の
添
付
義
務

　

国
民
年
金
保
険
料
等
（
国
民
年
金
の
保

険
料
及
び
国
民
年
金
基
金
の
掛
金
）
に
係

る
社
会
保
険
料
控
除
の
適
用
を
受
け
る
に

は
、
そ
の
支
払
い
を
し
た
旨
を
証
す
る
書

類
を
確
定
申
告
書
（
ま
た
は
市
民
税
・
都

民
税
申
告
書
）
に
添
付
、
ま
た
は
年
末
調

整
の
際
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

改正後改正前　

住民税所得割額
の７．５％相当額
（上限２万円）

住民税所得割額
の１５％相当額
（上限４万円）

個人住民税

所得税額の
１０％相当額

（上限１２．５万円）

所得税額の
２０％相当額
（上限２５万円）

所得税
（平成１８年分申告から）

主
に
高
齢
の
方
に

関
す
る
改
正
点平成１８年度以

降の控除額
平成１７年度ま
での控除額　

０円４８０，０００円住民税

０円
（平成１７年分以降）

５００，０００円
（平成１６年分まで）所得税

額
を
雑
所
得
に
直

す
計
算
式
が
、
表

１
の
よ
う
に
変
更

に
な
り
ま
す
。　
６５

歳
未
満
の
方
に
つ

い
て
は
変
更
あ
り

ま
せ
ん
。

　

こ
の
こ
と
に
よ

り
、
今
ま
で
「
非

課
税
」
だ
っ
た
方

も
、
収
入
金
額
に

よ
っ
て
は
、「
課

税
」
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、　

歳
以
上

６５

の
方
は
、
公
的
年

金
等
の
収
入
金
額

が　

万
円
（　

年

１５８

１７

度
ま
で
は　

万
１７８

円
）
を
超
え
る
場

合
は
、
税
法
上
他

改
正
点
６　
　

歳
以
上
の
方
に
適
用
さ
れ

６５

る
非
課
税
措
置
の
廃
止

額
を
３
分
の
１
、
平
成　

年
度
は
３
分
の

１９

２
と
す
る
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
（
表
３
参
照
）。

寡
婦
（
夫
）
控
除
の
適
用

　

老
年
者
控
除
の
廃
止
に
よ
り
、　

歳
以

６５

上
の
方
で
も
、
夫
と
死
別
し
た
後
婚
姻
を

し
て
い
な
い
方
で
合
計
所
得
金
額
が　

万
５００

円
以
下
の
場
合
は
、
寡
婦
控
除
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
寡
婦
控
除
を
受
け
る

場
合
に
は
申
告
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
ま

　

こ
れ
ら
の
変
更
に
よ
り
、　

歳
以
上
の

６５

方
は
、
今
ま
で
市
役
所
に
個
人
住
民
税
の

申
告
書
を
提
出
し
て
い
た
方
で
も
、
平
成

　

年
分
よ
り
税
務
署
へ
確
定
申
告
が
必
要

１７と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く

だ
さ
い
。

保険税額（年額）年　金　収　入

　１５，２００円１，５３０，０００円以下

　１５，２００円～　２２，７００円１，５３０，００１円～１，６８０，０００円

　３０，４００円～　３６，４００円１，６８０，００１円～１，８００，０００円

　３６，４００円～　４２，６００円１，８００，００１円～１，９２５，０００円

　５７，９００円～　６１，７００円１，９２５，００１円～２，０００，０００円

　６１，７００円～　８６，７００円２，０００，００１円～２，５００，０００円

　８６，７００円～１２６，７００円２，５００，００１円～３，３００，０００円

１２６，７００円～１５６，７００円３，３００，００１円～４，１００，０００円

１５６，７００円～１９４，９００円４，１００，００１円～５，０００，０００円

　

今
回
の
税
制
改
正
を
受
け
、
平
成

　

年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
の
算
出

１８を
し
ま
す
。
前
年
の
年
金
収
入
が　
１５３

万
円
を
超
え
る
方
は
、
平
成　

年
度

１８

の
保
険
税
が
左
表
の
と
お
り
増
額
に

な
る
予
定
で
す
。

▽
問
合
せ
先
＝
保
険
年
金
課

改
正
点
４　

老

年
者
控
除
の
廃

止
　

従
来
、　

歳
６５

以
上
に
認
め
ら

れ
て
い
た
老
年

者
控
除
が
廃
止

さ
れ
ま
す
。

改
正
点
５　

公
的
年
金
等
控
除
の
改
正

　
　

歳
以
上
の
方
の
公
的
年
金
等
収
入
金

６５

た
、
他
に
も
適
用
要
件
が
あ
り
ま
す
の
で

ご
確
認
く
だ
さ
い
（
表
４
参
照
）。

※
寡
婦
（
夫
）
控
除
に
該
当
す
る
方
、
障

害
者
の
方
で
所
得　

万
円
以
下
の
場
合
は

１２５

今
ま
で
ど
お
り
非
課
税
で
す

所得税
控除額

住民税
控除額要　　件　

２７万円２６万円
夫と死別または離別で、誰かを
扶養にとっている

一般の寡婦

２７万円２６万円
夫と死別で、合計所得５００万円
以下、扶養なし

３５万円３０万円
夫と死別または離別で、合計所
得５００万円以下、子を扶養にと
っている

特別の寡婦

２７万円２６万円
妻と死別または離別で、合計所
得５００万円以下、子を扶養にと
っている

寡夫

　

詳
し
く
は
日
野
税
務
署
個
人
課
税
第

１
部
門
（
�　

・
５
６
６
１
）、
国
税
庁

５８５

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://w

w
w
.nta.g

o.jp

）
ま
た
は
市
市
民
税
課
へ
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
還
付
申
告
を
さ
れ
る
方
は
、

確
定
申
告
時
（
２
月　

日
）
前
で
も
日

１６

野
税
務
署
で
申
告
受
付
を
し
て
い
ま

す
。

所得階層別課税表
夫６５歳以上年金収入のみ、妻６５歳以上年金なし
（収入なし）、保険加入者の固定資産なしの世帯

国
民
健
康
保
険
税
へ
の
影
響

QQQQQQQQQQQ AAAAAAAAAAA＆

平成１８年度平成１７年度定率控除前
の住民税額
（所得割分）

定率減税後の税額
（所得割分）

定率減税額
７．５％

定率減税後の税額
（所得割分）

定率減税額
１５％

４６，２５０円３，７５０円４２，５００円７，５００円５０，０００円
９２，５００円７，５００円８５，０００円１５，０００円１００，０００円
１３８，７５０円１１，２５０円１２７，５００円２２，５００円１５０，０００円
１８５，０００円１５，０００円１７０，０００円３０，０００円２００，０００円
２３１，２５０円１８，７５０円２１２，５００円３７，５００円２５０，０００円
２４０，５００円１９，５００円２２１，０００円３９，０００円２６０，０００円
２５０，０００円

２０，０００円

２３０，０００円

４０，０００円

２７０，０００円
２６０，０００円２４０，０００円２８０，０００円
２７０，０００円２５０，０００円２９０，０００円
２８０，０００円２６０，０００円３００，０００円

個人住民税に係る定率減税の縮小

※１７年度までは定率減税の上限は４万円、１８年度は上限２万円です

確認してみてください！

モデルケース１ （固定資産税　０円の場合）平成１７年度

国保税（平成１７年度）２，６００，０００円
１，２００，０００円

収 入 金 額
所 得 金 額 ６６，１００円

所得が１２５万円以下なので、非課税措置により課税はありません

平成１８年度

国保税（平成１８年度）２，６００，０００円
１，４００，０００円（公的年金控除の改正により所得金額の変更→改正点５参照）

収 入 金 額
所 得 金 額 ７６，１００円

　３３０，０００円
　３３０，０００円

基 礎 控 除
控 除 合 計

１，０７０，０００円
　　５３，５００円（都民税a×２％＋市民税a×３％）
　　４，１００円（所得割額ｂの７．５％　ただし２万円を限度とする→改正点１参照）
　　４，０００円（都民税均等割１，０００円　市民税均等割３，０００円）
　　５３，４００円

課税所得金額　a
所　　得　　割　　額　b
定　　率　　減　　税　c
均　　等　　割　　額　d
税額（ｂ－ｃ）＋ｄ

（固定資産税　０円の場合）平成１７年度

国保税（平成１７年度）１，６００，０００円
　２００，０００円

収 入 金 額
所 得 金 額 ９，０００円

所得が１２５万円以下なので、非課税措置により課税はありません

平成１８年度

国保税（平成１８年度）１，６００，０００円
　４００，０００円（公的年金控除の改正により所得金額の変更→改正点５参照）

収 入 金 額
所 得 金 額 １２，５００円

　３３０，０００円
　３３０，０００円

基 礎 控 除
控 除 合 計

　　７０，０００円
　　３，５００円（都民税a×２％＋市民税a×３％）
　　　３００円（所得割額ｂの７．５％　ただし２万円を限度とする→改正点１参照）

　　２，１３４円（所得割額ｂ－定率減税ｃ×２／３→改正点６参照）
　　１，３００円（都民税均等割３００円　市民税均等割１，０００円→改正点６参照）
　　２，３００円（１００円未満の端数は切捨て）

課税所得金額　a
所　　得　　割　　額　ｂ
定　　率　　減　　税　ｃ
老年者非課税
廃止特例控除額　ｄ
均　　等　　割　　額　e
税額（ｂ－ｃ－ｄ）＋e

（固定資産税　０円の場合）平成１７年度

国保税（平成１７年度）３，０００，０００円
１，５００，０００円

収 入 金 額
所 得 金 額 ９６，７００円

　３３０，０００円
　４８０，０００円
　３３０，０００円
１，１４０，０００円

配偶者控除
老年者控除
基 礎 控 除
控 除 合 計

　３６０，０００円
　　１８，０００円（都民税a×２％＋市民税a×３％）
　　２，７００円（所得割額bの１５％　ただし４万円を限度とする）
　　４，０００円（都民税均等割１，０００円　市民税均等割３，０００円）
　　１９，３００円

課税所得金額　a
所　　得　　割　　額　b
定　　率　　減　　税　c
均　　等　　割　　額　d
税額（ｂ－ｃ）＋ｄ

平成１８年度

国保税（平成１８年度）３，０００，０００円
１，８００，０００円（公的年金控除の改正により所得金額の変更→改正点５参照）

収 入 金 額
所 得 金 額 １１５，２００円

　３３０，０００円
　３３０，０００円

基 礎 控 除
控 除 合 計

１，４７０，０００円
　　７３，５００円（都民税a×２％＋市民税a×３％）
　　５，６００円（所得割額bの７．５％　ただし２万円を限度とする→改正点１参照）
　　４，０００円（都民税均等割１，０００円　市民税均等割３，０００円）
　　７１，９００円

課税所得金額　a
所　　得　　割　　額　b
定　　率　　減　　税　c
均　　等　　割　　額　d
税額（ｂ－ｃ）＋ｄ

Q　私（昭和１５年１月１日生まれ　
扶養なし）は公的年金収入２６０万
円のみで、１７年度非課税でしたが
１８年度は課税になりますか？

Ａ　１８年度は課税になります。

Q　私（昭和１４年１月１日生まれ　
扶養なし）は公的年金収入１６０万
円で、１７年度非課税でしたが１８年
度課税になりますか？

Ａ　１８年度は課税になります。
ただし、老年者非課税措置廃
止に係る特例により３分の２
の控除があります。

モデルケース２

モデルケース３

Q　私（昭和１３年１月１日生まれ）
は公的年金収入が３００万円で、１７
年度は配偶者控除を取ることが
できましたが１８年度の課税はど
うなりますか？なお妻（昭和１４年
１月１日生まれ）は年金収入が
１６０万円あります。

Ａ　１８年度の税額は扶養にとれ
なくなるため増えます。配偶
者も課税になり、税額はモデ
ルケース２と同じです。

　

少
子
高
齢
化
が
進
む
中
、
現
役
世
代
の
活
力

を
維
持
し
、
世
代
間
及
び
高
齢
者
間
の
公
平
を

図
る
た
め
の
制
度
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
特

に　

歳
以
上
の
方
は
、
平
成　

年
度
か
ら
確
定

６５

１８

申
告
が
必
要
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、

ご
注
意
く
だ
さ
い
。

（
市
民
税
課
）

改
正
点
１　

定
率
減
税
の

縮
減

　

個
人
住
民

税
と
所
得
税

に
係
る
定
率

減
税
の
額

が
、
こ
れ
ま

で
の
２
分
の

１
に
縮
小
さ

れ
ま
す
。

扶　養所得税住民税年金収入条　件

扶養に入れるかからないかかる１５５万円を超える６５歳以上
（扶養なし）

１５８万円を超
える方は扶
養には入れ
ません

かかるかかる１５８万円を超える

かかるかからない１９６万円を超える６５歳以上
（扶養あり） かかるかかる２１２万円を超える

かかるかからない２０６万円を超える６５歳以上
（７０歳以上の
扶養あり） かかるかかる２１２万円を超える

平成１８年度保険税額
（固定資産税０円の場合）

平成１８年
住民税額

平成１７年
住民税額年金収入条件

９，０００～１０，０００円０円０円０～１５５万円の場合

６５歳以上
（昭和１５年
１月２日以前
生まれ）

（扶養なし）

１２，５００円２，３００円０円１６０万円の場合

７６，１００円５３，４００円０円２６０万円の場合

８１，１００円５８，１００円２３，７００円２７０万円の場合

９６，１００円７１，９００円３３，３００円３００万円の場合

１１８，６００円９２，８００円４９，２００円３５０万円の場合

１５，２００円～６７，７００円０円０円０～２１２万円の場合
６５歳以上
（昭和１５年
１月２日以前
生まれ）

（扶養あり、
所得０円）

７１，７００円１，３００円０円２２０万円の場合

９１，７００円３８，２００円０円２６０万円の場合

９６，７００円４２，８００円９，６００円２７０万円の場合

１１１，７００円５６，７００円１９，３００円３００万円の場合

１３４，２００円７７，５００円３５，１００円３５０万円の場合

●住民税が課税される年金収入額
※年金収入が１５８万円以下の方以外は原則確定申告が必要です

●住民税額の前年比較（目安）

※実際の税額は年金額や控除額によって変わります。社会保険料控除や生命保険料控
除等を申告することで税額は下がります。ただし、保険税額は変わりません

「主に高齢の方に関する改正点」で、１７年度と比較したモデルケース
　
　

歳
以
上
で

６５
合
計
所
得
金
額

が　

万
円
以
下

１２５
の
方
に
対
す
る

非
課
税
措
置

が
、
平
成　

年
１８

度
か
ら
廃
止
さ

れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
昭

和　

年
１
月
２

１５
日
以
前
に
生
ま

れ
た
方
で
、
合

計
所
得
が　

万
１２５

円
以
下
の
方
に

つ
い
て
は
、
平

成　

年
度
は
税

１８

と
に
な
り
ま
し
た
。

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度まで

全額が課税３分の２の
税額が課税

３分の１の
税額が課税非課税所得割

４，０００円２，６００円１，３００円非課税均等割

（表３）昭和１５年１月２日以前生まれで合計所得が１２５万円以下の方の経過措置

所得税が課税される
年金収入額

住民税が課税される年金収入額
控除対象配偶者など

扶養者　
所得割均等割

平成１８年度平成１８年度平成１８年度
（平成１７年度まで）（平成１７年度まで）（平成１７年度まで）
１０８万円を超える場合１０５万円を超える場合１０５万円を超える場合

無
　

歳
未
満

６５
（上と同じ）（上と同じ）（上と同じ）

１５１万４千円を超える場合１９０万円を超える場合１，７２６，６６７円を超える場合有
（一般扶養親族でも可） （上と同じ）（上と同じ）（上と同じ）

１５８万円を超える場合１５５万円を超える場合１５５万円を超える場合
無　

歳
以
上

６５ （２２８万円を超える場合）（２，６６６，６６７円を超える場合）（２，６６６，６６７円を超える場合）
１９６万円を越える場合２２５万円を超える場合２１２万円を超える場合有

（一般扶養親族でも可） （２６８万円を超える場合）（２，６６６，６６７円を超える場合）（２，６６６，６６７円を超える場合）
２０６万円を超える場合２２５万円を超える場合２１２万円を超える場合有

（７０歳以上の配偶者） （２，８１３，３３４円を超える場合）（２，６６６，６６７円を超える場合）（２，６６６，６６７円を超える場合）

（表２）年金収入額　※公的年金収入のみの方に限る

平成１８年度以降平成１７年度まで

試算式年金収入額試算式年金収入額

年金収入－１２０万円３３０万円以下年金収入－１４０万円２６０万円以下

年金収入×０．７５－３７万５千円～４１０万円年金収入×０．７５－７５万円～４６０万円

年金収入×０．８５－７８万５千円～７７０万円年金収入×０．８５－１２１万円～８２０万円

年金収入×０．９５－１５５万５千円７７０万円超年金収入×０．９５－２０３万円８２０万円超

（表１）公的年金等収入金額を雑所得に直す計算式

の
親
族
の
控
除
対
象
配
偶
者
ま
た
は
扶
養

親
族
に
な
れ
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ

い
。
ま
た
、
表
２
の
よ
う
に
、
住
民
税
と

所
得
税
の
課
税
さ
れ
る
年
金
収
入
額
は
異

な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

表
２
は
、
公
的
年
金
収
入
の
み
の
方
で

所
得
控
除
が
基
礎
控
除
・
配
偶
者
控
除
の

み
の
試
算
で
す
。
そ
れ
以
外
の
所
得
控
除

（
社
会
保
険
料
控
除
、
生
命
保
険
料
控
除

等
）
を
申
告
す
る
こ
と
で
、
住
民
税
所
得

割
額
や
所
得
税
の
税
額
は
下
が
り
ま
す

（
住
民
税
の
均
等
割
額
を
除
く
）。

※
所
得
税
が
課
税
さ
れ
る
年
収
金
額
を
超

え
る
場
合
は
、
原
則
確
定
申
告
が
必
要
で

す
。
ま
た
、
年
収
金
額
以
下
の
場
合
で
も

源
泉
所
得
税
が
あ
る
場
合
に
は
、
確
定
申

告
（
還
付
申
告
）
が
で
き
ま
す

公的年金等から所得
税を源泉徴収（天引
き）されている

税
務
署
で
所
得
税
の
確
定
申
告
が
必
要
で
す

※市・都民税（住民税）の課税（納税額あり）が発生しなくても、
「国民健康保険」に加入している方、また、「非課税証明書」が
必要な方は、市・都民税（住民税）の申告が必要になります

収入は公的年金
等のみである

年金収入の合計
が１５８万円（６５歳
未満の方は１０８
万円）以下であ
る

①他の収入につい
て、所得税の源泉
徴収をされている

②計算した結果、所
得税の納税が発生
する

計算した結果、所得
税の納税が発生する

税務署での確定申告は必要ありません。
市役所で市・都民税（住民税）の申告をしてください

いいえ

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

�

�

� �

�

�

�

�

�

スタート

●住民税申告先チェックシート

確定申告書Ａの第二表　〇住民税に関する事項

※「給与から差し引き（特別徴収）」の□欄に「�」をした場合…給与所
得以外の所得に対する市・都民税を、給与所得に対する市・都民税と
合算して給与から差し引きます

※「自分で納付（普通徴収）」の□欄に「�」をした場合…給与所得以外
の所得に対する市・都民税を給与から差し引かないで自分で納付する
ことになります

確定申告書Ｂの第二表

円
配当に関する
住民税の特例□給与からの

差し引き
（特別徴収）

給与所得以外
の住民税の徴
収方法の選択

非居住者の特例

配当割額控除額
□自分で納付
（普通徴収）

□自分で納付
（普通徴収）

□給与から差し引き
（特別徴収）

給与所得以外の住民
税徴収方法の選択

�

　税務署で確定申告が必要か、市役所で市・都民税（住民税）
の申告が必要かチェックしてください。

定率減税

老年者控除

（表４）寡婦（夫）控除の適用

●7 ●6


